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雪氷防災研究センター
（新潟県長岡市）

新庄雪氷環境実験所
（山形県新庄市）

防災科学技術研究所
（茨城県つくば市）

兵庫耐震工学研究センター
（兵庫県三木市）

関連施設配置図１．設立根拠

国立研究開発法人防災科学技術研究所法
（平成11年12月22日法律第174号）

1963年 国立防災科学技術センター
1990年 防災科学技術研究所に改組
2001年 独立行政法人防災科学技術研究所に改組
2015年 国立研究開発法人防災科学技術研究所に改組

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の業務
を総合的に行うことにより、防災科学技術の水準の向上を図
ることを目的とする。（防災科学技術研究所法第４条）

２．設立

1964.12 1969.10

1963.4(1978.4)

2004.10

３．目的

※第５期中長期目標期間（令和5年4月～令和12年3月）
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■防災科研のアイデンティティ

「生きる、を支える科学技術 SCIENCE FOR RESILIENCE」という価値観のもと、
地震、津波、火山噴火、暴風、豪雨、豪雪、洪水、地滑りなどによる
あらゆる自然災害に対する、予測力・予防力・対応力・回復力の

総合的な向上を図る研究開発を実施
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事業紹介
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社会インフラを担う基盤的観測網の運用

MOWLASによる
地震津波火山観測

・約2,200観測点から成る
陸海統合地震津波火山
観測網(MOWLAS)を
安定的に運用
・気象庁、大学、研究機関
等の研究活動・防災活動
に資する観測データを提供

先端的研究施設を活用した研究開発

10階建鉄筋コンクリート造
建物耐震実験

Ｅ－ディフェンス
(実大三次元震動破壊実験施設）

雨天時のドローン飛行
性能評価実験

大型降雨
実験施設

雪氷防災
実験棟

・実大建物の耐震性能
や対策技術の評価

・先端技術が豪雨から
受ける影響の評価

・各種インフラの着雪
による影響評価

研究開発の
国際展開

アジア太平洋閣僚級防災会議
（APMCDRR）マニラ・フィリピン（2024年10月）

・研究成果を海外へ展開・実証

・アジア太平洋地域を含む海外
との国際ネットワークを強化

災害の観測・予測、リスク低減に向けた研究開発
東日本大震災時の
地震動

衛星を用いた
地殻変動観測例

2018年7月豪雨をもたらした線
状降水帯の3次元解析

地震・津波 火山噴火 極端気象

・即時地震動予測、
津波ハザード評価等

・噴火につながる地殻
変動観測等

・豪雨、突風、豪雪予測に
資する観測等

研究開発成果を活用した防災行政への貢献

2024年能登半島地震
（石川県）

被災自治体での災害対応 SIP4D による情報共有

2024年能登半島地震におけるSIP4Dを介した情報
共有(bosaiXviewによる面的推定震度分布の発信)

・内閣府と防災科研の協働チームである
ISUT(災害時情報集約支援チーム)として､
災害情報を収集・集約し、現地災害対策本
部、災害対応機関へ共有。

SIP4D: 災害対応に必要な情報を多様な情報源
から収集し、迅速に共有する機能を備えた、防災情
報の流通を担うシステム

地震、津波、火山噴火、暴風、豪雨、豪雪、洪水、地すべりなど
あらゆる自然災害（オールハザード）に対する総合的な研究開発（オールアプローチ）を実施



8

実生活への貢献①

緊急地震速報をはじめとするリアルタイム地震情報の活用事例

○防災科学技術研究所が全国約800ヶ所に設置した

高感度地震観測網（Hi-net）の地震計によるデータを活用し、

緊急地震速報の根幹となる即時震源推定技術を確立。

気象庁へ技術移転

緊急地震速報として
国民の皆様をはじめ
関係機関で広く活用
（2007年10月～）

▲JR各社と海底観測網の地震計データの配信に関する協力
 協定を締結し、新幹線の地震防災対策に活用

ＭＯＷＬＡＳ
陸海統合地震津波火山観測網

陸海統合地震津波火山観測網を活用した産学官連携の取組

海域での観測により、陸域のみの観測に比べ
海域での地震については最大3０秒程度、
津波については最大２０分程度早く検知。

特に東日本大震災とその余震を契機に広く活用

主要動の到達前に
揺れの情報を伝達

○現在は海底地震津波観測網の観測データも活用されている。

沖合の津波観測に関する情報

イラスト：地震調査研究推進本部

イラスト：いらすとやのデータを一部加工

テレビ放送による配信
スマートフォンを通じた

情報提供

気象庁が発する
津波情報への貢献

図：気象庁HPより引用

91

約

約



ゲリラ豪雨の観測

実生活への貢献②

１㎞幅（30分毎） ⇒ 500ｍ幅（５分毎）
※2008年 東京都豊島区雑司が谷のゲリラ豪雨

従来より細かく観測できるマルチパラメータ（ＭＰ）レーダー技術を開発。降雨観測を高度化。

国土交通省に技術移転 さらなる高度化・気象情報への採用

線状降水帯の自動検出技術を開発
 ⇒気象庁の「顕著な大雨に関する気象情報」において
「線状降水帯」というキーワードを使用
（2021年６月～）

2003年に神奈川県海老名市に設置した
ＭＰレーダー

ＭＰレーダーによる観測網（ＸＲＡＩＮ）
人口カバー率90％以上 9



事務部門の紹介
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■組織

【職員数】
常勤職員 343名
うち定年制事務職

53名
定年制技術職

8名
※令和8年4月1日現在

★

★

★

★

赤枠：事務部門 ★：採用後最初に配属 青枠：研究部門 緑枠：技術職が配属



企画部 業務内容

企画課 研究所運営の予算要求、組織目標の作成、災害発生時等緊急時における総合調整

広報課 広報活動の企画立案、マスメディア・WEBによる情報発信、研究成果の広報支援

国際課 国際関係の総合調整、在外研究員派遣手続き支援
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■事務部門の業務

研究共創推進本部 業務内容

研究推進室
外部資金管理・共同研究や受託研究に関すること、研究所の研究開発の評価に係る支援、
知的財産の管理・保護・活用に関すること、科学技術・イノベーションの活性化に関すること



総務部 業務内容

総務課 文書管理、規程の制定・改廃、安全衛生、福利厚生等に関すること

人事課 採用・異動・研修等人事に関すること、給与計算・共済・社会保険に関すること

経理課 予算管理や決算に関すること、収入及び支出、財産の管理、旅費に関すること

契約課 物品の調達、工事及び役務等の契約、発注業務に関すること

施設課 建物等の管理、所内安全保持、設備等の維持管理業務に関すること

ICT統括室 所内ネットワークの管理・運営、情報セキュリティ、情報システムの構築や整備・運用に関すること
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■事務部門の業務



研究インテグリティ・法務・
コンプライアンス室

リスク管理・内部統制の推進、法律相談の対応、法令・規程等の順守に係る体制の構築及び
総括

監査室 業務監査及び会計監査に関すること、外部監査に関する連絡及び調整

火山噴出物分析センター
新棟建設室

火山噴出物分析センターの新棟建設工事、設計、測量又は調査に関する業務
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■事務部門の業務



定年制職員の雇用条件
及びキャリアパス等
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■雇用条件等について

▼採用時期 令和9年4月1日 (既卒者は応相談)

▼勤務時間 9時00分～17時30分 (昼休み45分間 12時15分～13時00分)
 ※時差勤務制度あり

▼初任給 事務職 大卒 266,800円程度～
（基本給＋地域手当） 技術職 大卒 274,390円程度～ ※経験年数等により加算あり

▼諸手当 地域手当（つくば本所勤務の場合、本給の15％）、
 期末・勤勉手当（賞与）（年２回）、住居手当（上限28,000円/月）、
 通勤手当（上限あり）、時間外勤務手当、扶養手当等

▼社会保険制度 文部科学省共済組合

▼休暇 年次有給休暇（4月1日採用の場合、採用日に20日付与）、
 夏季特別休暇（７月～9月の間に3日間）、
 結婚、出産、忌引に係る特別休暇 等
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■入所後のキャリアパスのイメージ
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・係員として採用され、勤務成績や業績評価に応じて昇任。
・概ね２～３年ごとに人事異動が行われ、幅広い業務を経験する。
（文部科学省や他の研究所などに出向することもある）

部長
(55歳前後)課長

調査役
(50歳前後)課長補佐

(40-50歳)
係長

(30-40歳)
係員

（採用）

年収400万円程度から
スタート

※年齢は目安です
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■人数割合・勤務に関する情報 など

57%

6%

37%

定年制職員 職種別人数割合

定年制研究 定年制技術 定年制事務

定年制職員 142名
うち研究職 81名
技術職 8名
事務職 53名

定年制技術職、定年制事務職 勤務に関する情報（令和7年度実績）

【平均勤続勤務年数】 9.6年
※定年制技術職は令和8年1月1日より制定

【月平均所定外労働時間】 13.4時間

【平均有給休暇取得日数】 11.3日



研修や福利厚生等の紹介
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■研修・福利厚生等の紹介

▼研修・セミナー 初任者研修（ビジネスマナー研修、研究部門の紹介、所内見学 等）、
 公的研究費の適正な執行に関する研修、
 公文書管理研修、安全保障輸出管理セミナー
 メンター制度（新規採用職員への支援制度） 等

▼福利厚生制度 文科省共済組合における福利厚生サービス「ベネフィットステーション」が利用可能、
 通勤マイクロバス（つくば駅－防災科研間 朝4便・夕4便）、
インフルエンザ予防接種の代金一部補助、部活動制度 等

▼健康経営 職員の健康保持・増進に取り組むことで、組織の活性化や業績向上、
 組織としての価値向上等の効果が期待される。
 【令和7年度の主な取り組み】
 ・健康知識向上のためのeラーニングによる研修の実施
 ・ベジチェック、食生活改善セミナー
 ・産業医による健康講和
 ・ウォーキングイベントの実施
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■育児に関する支援制度と利用可能期間



今後の採用スケジュール
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■今後の採用スケジュール

８月18日 ：応募締め切り

【応募手順】

①エントリー：２０２６年８月１８日 １５時００分
②履歴書等必要書類提出：２０２６年８月１８日必着
・マイナビよりエントリーをされた方には提出フォームをお送りしますので、
 そちらから提出をお願いします
・８月７日１８時００分から８月１６日の間にエントリーされた場合、
 提出フォームの送付は８月１７日以降に順次対応します。

８月下旬～ ：書類選考・WEB適性検査
※書類選考通過者にご案内いたします。

9月７日、８日  ：一次面接
 ９日（予定）

9月14日、15日 ：二次面接
（予定）

9月中旬～ ： 内々定
23



■防災科研をもっと知りたい方へ

▼防災科研『要覧』・・・
防災科研について、目的や体制などの組織概要や各センター・プロジェクトの
研究活動の概要をまとめています。

https://www.bosai.go.jp/introduction/abstract.html

より、ダウンロード・閲覧が可能です。
（防災科研webページ＞防災科研について＞冊子・動画＞要覧）

▼防災科研『紹介動画』・・・
研究内容や施設などについてご紹介する動画を公開しています。
https://www.bosai.go.jp/introduction/movie.html

より、視聴が可能です。
（防災科研webページ＞防災科研について＞冊子・動画＞防災科研の紹介動画）

▼防災科研『採用説明動画』・・・
採用に関する説明や先輩職員へのインタビューが掲載されています。

https://www.youtube.com/watch?v=A2oD4ED2HQ0

より、視聴が可能です。
（防災科研webページ＞防災科研について＞冊子・動画＞防災科研の紹介動画＞
 公式YouTubeチャンネルのリンク＞防災科研の紹介）

※採用説明動画内の組織図は令和6年10月に行った組織改編前のもののため、現在の組織とは一部異なっております。
 ご了承ください。
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よくあるご質問
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■よくあるご質問①

質 問 回 答

転勤や出向はありますか？ 可能性は低いですが、つくば以外の支所への転勤もありえます。出向
については、何年か経験を積んだ後に文部科学省や他法人へ出向
する場合があります。

ジェネラリスト、スペシャリストのどちらが求められ
ますか？

２～３年毎に配置転換がありますので、様々な部署で経験を積んで
頂き、研究所の全体最適を考えられるジェネラリストを目指して頂きま
す。

被災地に事務系職員が入る場合、どのような
仕事をするのですか？

行政機関の災害対策本部等での事務支援や研究部門の事務補
助（災害情報のマッピングのサポート等）を主に行っています。

防災科研では研修制度はありますか？ 所内新人研修やeラーニング、その他外部講師をお招きした研修があ
ります。

業務に英語はどのくらい必要ですか？ 語学力は高い方が研究者の方々の研究内容の理解が深まるなど有
利な面もあることは確かです。ただ、配属部署によりほとんど英語を使
用しない部署もありますので、必ず語学力が求められるものでもありま
せん。

新卒の配属先はどこになりますか？ 事務職は、最初は事務部門内の部署へ配属され、経験を積まれた
後は研究職の方々とより身近な部署で働いていただくこともあります。
技術職は、施設課、ICT統括室、火山噴出物分析センター新棟建
設室のいずれかへの配属を予定していますが、経験を積まれた後は事
務部門に異動したり、研究部門で研究者を技術面から支える業務に
ついていただく可能性もあります。
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■よくあるご質問②

質 問 回 答

異動は自分の希望が反映されますか？ 希望のヒアリングはありますが、全体としての人員配置のバランスをとる
兼ね合いがあるので、必ず通るものではありません。

部署の兼務はあるのでしょうか？ 頻度についてはムラがありますが、必要に応じて兼務を行うことがありま
す。

新卒に求めるものはなんでしょうか？ 上司や周りの先輩職員の話はよく聞き、理解することに努めて下さい。
メモは必ず取りましょう。報告・連絡・相談・確認は必須スキルです。
そして健康第一です。

必要な資格はありますか？ 着任までに必要な資格は特にありません。入所前に学んでいただくとし
たら、防災科研のホームページにて公開している情報を中心に、弊所
への理解を深めていただだけると良いと思います。

理系の大学で学んできた経験は、事務職員と
して活かすことはできますか？

研究してきた内容が直接仕事に活かせる場面はあまりないかもしれま
せんが、研究者の方々の研究内容の理解を深めるという場面におい
ては役立つものと思います。

女性は活躍していますか？ 定年制の事務職員53名のうち女性は24名、技術職員8名のうち女
性は1名です。女性の割合も増えてきましたので、皆さんも入所して経
験を積んで頂くことで、係長や課長補佐、それ以上をぜひとも目指し
て頂きたいと思います。
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皆様のご応募を お待ちしております

問い合わせ先：防災科研総務部人事課 採用担当
 TEL：029-863-7631

 MAIL：koubo@bosai.go.jp
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